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・利用しやすく高質な鉄道ネットワーク
・新たな社会的ニーズに対応した鉄道整備
・効率的かつ重点的な鉄道整備、既存ストックの活用

２１世紀においても基幹的な交通機関として大きな役割を果たす鉄道

が社会情勢の変化を踏まえつつ、利用者のニーズに対応

◇都市間、都市・地方間を結ぶ幹線鉄道ネットワーク整備
（在来幹線の高速化、３時間到達圏の拡大、整備新幹線の整備）

◇地方中核都市圏の交通体系の整備
（他の交通モードとの乗継円滑化施策の推進、LRT普及の推進）

◇地域の地方鉄道の近代化、地域と鉄道の連携の推進
（地方鉄道の近代化再生支援、地域との連携の推進）

◇鉄道や駅におけるバリアフリー化、情報化、きめ細かな利便対策の推進
（バリアフリー化、ＩＣカード普及の推進、ユニバーサルデザインの取組）

答申後６年を経過し、以下鉄道政策の施策につき、整備水準目
標の進捗や施策・取組の普及をチェック

運輸政策審議会答申第１９号及び第１８号のフォローアップについて

答申の趣旨

基本的方向

フォローアップ

◇大都市の機能を支える都市鉄道の利便、シームレス化の推進
（大都市圏鉄道混雑率、東京圏都市鉄道（１８号答申路線）の整備、空港アクセ
ス鉄道の整備、乗継円滑化施策の推進）



○運輸政策審議会答申第１９号（平成１２年８月１日）のフォローアップ 

１．幹線鉄道の整備 

（整備水準） 
・ 整備新幹線の着実な整備を進めるとともに、五大都市（東京、大阪、名古屋、札幌及び福岡）
又は新幹線駅と地方主要都市とを結ぶ主要な在来幹線鉄道の最速列車の表定速度を線形改良
等により少なくとも時速９０ｋｍ以上にまで向上させる。さらに、線形改良、踏切除却及び
保安対策の強化等により最高速度時速１３０ｋｍ以上で走行することをめざすこととあわせ
て、時速１００ｋｍ台にまでに向上させることをめざす。 

・ 五大都市から地方主要都市までの間については、概ね３時間程度で結ぶことをめざす。 

（１）表定速度 
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※新幹線と並行する在来線を除く。
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新幹線（2004年3月時点）
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※新幹線と並行する在来線を除く。
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３時間到達圏

　　1998年

　　2004年

３時間到達圏域
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秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田秋田
盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡盛岡

前橋前橋前橋前橋前橋前橋前橋前橋前橋

千葉千葉千葉千葉千葉千葉千葉千葉千葉

高松高松高松高松高松高松高松高松高松

佐賀佐賀佐賀佐賀佐賀佐賀佐賀佐賀佐賀 大分大分大分大分大分大分大分大分大分

札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌札幌

新幹線（2004年 3月時点）

３時間到達圏（五大都市から） 

(1998.3)  (2004.3) 
キロ 14,919 → 15,248 
(km)    ＋330 km(1.7 %↑) 

 111,430 → 112,566 
(千人) ＋1,100 千人(0.9 %↑) 

 221,775 → 226,401 
(km2)  ＋4,600 km2(1.2 %↑) 

幹線鉄道等活性化事業（補助）による高速化（1998.3～） 

改良（カント改良）、軌道強化（ＰＣマクラギ化）等の高速化事業への補助を実施 

線区名・区間 事業費（億円） 効    果 供用開始年

線 
本～肥後大津） 

３６ 
博多～肥後大津間 
２時間 ７分→１時間４９分（△１８分） 

Ｈ１１ 

線 
川～名寄） 

３２ 
札幌～稚内間 
５時間５２分→４時間５８分（△５４分） 

Ｈ１２ 

線 
分～佐伯） 

２３ 
大分～佐伯間 
   ５９分→   ５２分（△ ７分） 

Ｈ１６ 

線・本四備讃線 
山～児島） 

２７ 
岡山～高松間 
約１時間  →  約５０分（△１０分） 

Ｈ２０予定

 

最高速度 

2004 年 

130 km/h 以上 

100 ～ 130km/h  

100 km/h 未満 

新幹線（2004 年 3月時点） 

N

京都

神戸
大阪

大津

長崎

千葉

東京

横浜

大宮

青森

盛岡

仙台

秋田

山形

福島

水戸
宇都宮

前橋

新潟

富山
金沢

福井

甲府

長野

岐阜

静岡

名古屋

津

和歌山

鳥取松江

岡山

広島

山口
徳島

高松

松山

高知福岡

佐賀

熊本

大分

宮崎

鹿児島

札幌

東北本線 

八戸～青森（96 km）

120→130 km/h 
宗谷本線 

旭川～名寄（76 km） 

95→130 km/h 

奥羽本線 

山形～新庄（62 km）

95→130 km/h 

山陽本線 

神戸～姫路（55 km） 

120→130 km/h 

東海道本線 

大阪～神戸（33 km）

120→130 km/h 

1998 年～2004 年に最高速度 

130km/h 以上を達成した区間



 

 

 

 

 

 

 

 

 

整 新幹線の現状 

北海道新幹線 

※ 完成予定は平成１６年１２月の政府与党申合せによる 

長野

石動

金沢

245km 
盛岡

八戸
新青森

新函館

札幌

長崎 

高崎

富山
52km

211km

平成 26 年度末完成予定

170km 

平成 9年 10 月 1日開業 
117km

平成 22 年度 定
130km 

武雄温泉

博多 
南越
敦

福井

諫早

68km 

平成 27 年度末完成予定

149km 

平成 14 年 12 月１日開業

97km

※石動・金沢間はｽｰﾊﾟｰ特急 

  ⇒フル規格 

北陸新幹線 

白山総合車両基地

平成 20 度末完成予定

45km 21km 

 

開業区間 （フル） 

建設中区間（フル） 

建設中区間（スーパー） 

新規着工区間（フル） 

新規着工区間（スーパー） 

（長崎新幹線（武雄温泉～諫早間 ：フリーゲージトレイン）

未着工区間（工事実施計画認可申請中）（フル） 

未着工区間（工事 計画認可申請中）（スーパー） 

未着工区間（工事 計画認可未申請）（フル） 

凡  例 

九州  
（長崎

平成 22 年度末完成予定

82km 

東北新幹線 

鹿児島中央 

平成 16 年 3月 13 日開業
127km 

九州新幹線
(鹿児島ルート）

新八代 
 

賀

実施

実施
）

年

新幹線
ルート）
備

末完成予
 



整備新幹線の効果

移動時間を大幅に短縮 乗客数の大幅な増加

H16.3開業
博多～鹿児島中央

開業前 ３時間４０分

開業後 ２時間１０分 １時間３０分短縮

全通後 １時間２０分 さらに５０分短縮
全通後：博多～新八代間開業後

九州新幹線（新八代～鹿児島中央間）北陸新幹線（高崎～長野間） 九州新幹線（新八代～鹿児島中央間）

H9.10開業

東京～長野

開業前 ２時間５６分

開業後 １時間２３分 １時間３３分短縮

・開業前後の在来線特急・新幹線の利用者数

3,900人/日

8,800人/日

9,200人/日
128％増

開業前

開業１年後 開業２年後

さらに4％増

・通勤・通学定期券
の利用者が利用
者数を押し上げ

地域経済の活性化

【商業施設の新規進出】

北陸新幹線（高崎～長野間）

・鹿児島中央駅前に大型商業施設が
進出

・ホテル新規開業、新幹線駅（川内駅
等）付近のマンション着工が増加

・佐久平駅周辺の新規立地（０件→６０件）

0%

110%

100%
Ｈ１５

Ｈ１６

Ｈ１５

Ｈ１６
約8万人増

(３.0％増)
約24万人増

(9.6％増)

霧島・指宿・佐多地区

（周辺地区）

鹿児島・

桜島地区

・鹿児島市観光客数が過去最多。

・宿泊観光客も増加（鹿児島県）

【観光客の増加】

東北新幹線（盛岡～八戸間）

38%増 ３５%増

１１２%増

八戸

えんぶり

十和田湖

冬物語

弘前雪灯籠

まつり

0

100

200

300

400

H14 H15 H16

（千人）

・観光イベント（祭り）観光客の増加

九州新幹線（新八代～鹿児島中央間) 九州新幹線（新八代～鹿児島中央間）

・通勤・通学定期券利用者が増加



２ ．大都市の機能を支える都市鉄道の利便の増進  

（目標） 

・大都市圏における都市鉄道のすべての区間のそれぞれの混雑率を 150%以内とする。ただし、東

京圏については、当面、主要区間の平均混雑率を全体として 150%以内とするとともに、すべて

の区間のそれぞれの混雑率を 180%以内とすることをめざす。 

・国際的な空港と都市圏との間を鉄道で連結することが適当である場合には、当該空港アクセス鉄

道について、その所要時間の短縮に努めるものとし、空港と都心部との間の所要時間を 30 分台と

することをめざす。 

・既存ストックの有効活用、相互直通運転化、乗継利便性の向上、バリアフリー化等による輸送サ

ービスの高質化 

 
（１）輸送力増強による混雑緩和 
全体的に混雑率は改善しているが、区間毎に見るといずれの都市圏にも目標混雑率を超える区間

が残っており対応が必要である。東京圏の答申路線整備については１８号答申の進捗を参照。 
 

 東京圏 大阪圏 名古屋圏 
平均混雑率 １７１％ １３４％ １４７％ 
目標混雑率を超えて 
いる区間数 ３１区間中１１区間 ２０区間中２区間 ８区間中２区間 

199

188

147

144144
142

137

100

187

171

157

138
136

123

134
132

134135
136

132

114

110

103

107
105

103
100
98 98

95
93
91

80

90

100

110

120

130

140

150

160

180

190

200

210

220

230

50 55 60 2 7 10 11 12 13 14 15 16

221

214
212

203

183

180

176
175
173
171

100

124

150

121

131

192

136

158

161
162
163 163 164

164

138
137

133
132

130
129 128

127

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

210

220

230

50 55 60 2 7 10 11 12 13 14 15 16

127

163

170

131

205

157

150
149
147
146

100

139

153

192

183

165

204

153

158159
157158

155

116

125

115
113

114114115
116

118

123
124

117

80

90

100

110

120

130

140

150

160

170

180

190

200

210

220

230

50 55 60 2 7 10 11 12 13 14 15 16

155

111

（大阪圏）（東京圏） （名古屋圏）
％ ％ ％

89

171

134

147

 
：混雑率 ＊東京圏　３１区間平均
：輸送力（指数：50年度＝100）   大阪圏　２０区間平均
：輸送人員（指数：50年度＝100）    名古屋圏　８区間平均  

１００％：定員乗車（座席につくか、吊革につかまるか、ドア付近の柱につかまることができる）。 
１５０％：広げて楽に新聞を読める。 
１８０％：折りたたむなど無理をすれば新聞を読める。 
２００％：体がふれあい相当圧迫感があるが、週刊誌程度なら何とか読める。 
２５０％：電車がゆれるたびに体が斜めになって身動きができず、手も動かせない。 
 
（２）空港アクセス鉄道の整備等 

事   業 事   例 状   況 効   果 
成田新高速鉄道線の整

備 
進行中（平成２１年度

完成予定） 
都心から空港までの鉄

道による所要時間が最

速３６分に。 

ニュータウン鉄道等整

備事業 
（空港アクセス鉄道） 
 
 

中部国際空港連絡鉄道

の整備 
平成１７年１月開業 
平成１７年度利用者

1,000万人 

名鉄名古屋駅から中部

国際空港駅まで最速２

８分に。 



京急蒲田駅 進行中（平成２４年度

完成予定） 
鉄道駅総合改善事業 

日暮里駅 進行中（平成２１年度

完成予定） 

駅周辺における市街地

再開発事業等のまちづ

くりと併せて、空港へ

のアクセス機能も含め

て駅機能を強化

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）速達性、快適性の向上等輸送サービスの高質化 

①乗継円滑化事業の推進 
乗継円滑化事業は、相互直通運転化や駅の改良工事等を行うことにより、鉄道路線間や鉄道とバ

スの乗継負担の軽減を図る事業である。 
以下の阪神本線・西大阪線の乗継円滑化事業は、阪神電鉄西大阪線の延伸（西九条～難波間）と

併せて、現在、西大阪線の終端駅となっている尼崎駅の配線変更やホームの新設、延長等を行う事

業である。 
これらにより、阪神本線・西大阪線と近鉄奈良線の相互直通運転（三宮～奈良間）を可能とする

ものである。 
 

阪神本線・西大阪線と近鉄奈

良線の相互直通運転化 

 
※（平成２０年度完成予定） 

○西大阪線延伸プロジェクト補助として採択された上下分離方式

 

運行

一般の
鉄道整備

第一種鉄道事業者

建設

列車の運行

償還型上下分離方式による鉄道整備

第二種鉄道事業者

（阪神電鉄）

第三種鉄道事業者

（西大阪高速鉄道）

＝公的主体

線路等インフラの
建設

・借入金償還
・その他事務事業

建設期間 運営期間

府・市・民間

出資

国・府・市 金融機関

線路使用料

補助 借入 借入金の償還

運行

一般の
鉄道整備

第一種鉄道事業者

建設

運行

一般の
鉄道整備

第一種鉄道事業者

建設

列車の運行

償還型上下分離方式による鉄道整備

第二種鉄道事業者

（阪神電鉄）

第三種鉄道事業者

（西大阪高速鉄道）

＝公的主体

線路等インフラの
建設

・借入金償還
・その他事務事業

建設期間 運営期間

府・市・民間

出資

国・府・市 金融機関

線路使用料

補助 借入 借入金の償還

列車の運行

償還型上下分離方式による鉄道整備

第二種鉄道事業者

（阪神電鉄）

第三種鉄道事業者

（西大阪高速鉄道）

＝公的主体

線路等インフラの
建設

・借入金償還
・その他事務事業

建設期間 運営期間

府・市・民間

出資

国・府・市 金融機関

線路使用料

補助 借入 借入金の償還

地下高速鉄道整備事業費補助を適用 

 

 

 

 

 

 

 

 



②都市鉄道利便増進事業の推進 
平成１７年度に都市鉄道等利便増進法を創設。 
既存の都市鉄道施設の間を連絡する新線の建設等により速達性を向上させる事業（速達性向上事

業）や、駅施設における乗継を円滑にするための経路の改善等により駅施設の利用円滑化を図る事

業（駅施設利用円滑化事業）を推進し、一層の利用者の利便の増進を図る。 
速達性の向上のイメージ

連絡

相互直通化

遠くの乗換駅を経由し
迂回が必要

遠回り

乗換え

連絡線整備等により
速達性が向上

駅施設等の利用改善のイメージ

不便な乗換

駅内外の一体性が不十分で
移動がしづらい

駅内外の一体的整備により
利用改善

速達性の向上のイメージ

連絡

相互直通化

遠くの乗換駅を経由し
迂回が必要

遠回り

乗換え

連絡線整備等により
速達性が向上

駅施設等の利用改善のイメージ

不便な乗換

駅内外の一体性が不十分で
移動がしづらい

駅内外の一体的整備により
利用改善

 
法律上の措置
利害調整⇒ 計画作成

財政上・税制上の措置
「受益活用型」上下分離方式

速達性向上計画

基
本
方
針
（国
土
交
通
大
臣
）

交通結節機能高度化計画

連絡線等の整備

駅内外の一体的整備

鉄
道
営
業
主
体

鉄
道
整
備
主
体

国
土
交
通
大
臣

地
方
公
共
団
体

国
土
交
通
大
臣

【協議会】

鉄道整備主体

鉄道営業主体

駅周辺施設
整備主体

地方公共団体

ほか

共
同
で
計
画
作
成

計
画
へ
の
同
意

鉄
道
主
体
間
の
裁
定

計
画
の
認
定

鉄
道
主
体
間
の
裁
定

計
画
の
認
定

共
同
で
計
画
作
成

鉄道営業主体
（既存の鉄道事業者）

鉄道整備主体
（公的主体）

国
１/３

地方
１/３

借入等
１/３

税制特例

施設使用料（受益相当額）

償還

（注）国土交通大臣による認定を受けた
・速達性向上計画
・交通結節機能高度化計画
に基づく都市鉄道施設・駅施設の整備に対し、
上図の支援措置。

トンネル：非課税
駅施設 ：軽減

 
事   業 事   例 状   況 効   果 

相鉄・ＪＲ直通線 進行中（平成２６年度
完成予定） 

神奈川県央部と東京都
心部との間のアクセス
の向上。 

相鉄・東急直通線 進行中（平成３０年度
完成予定） 

同上 

都市鉄道利便増進事業 
 

阪神電鉄三宮駅にお
ける駅施設の改良 

進行中（平成２４年度
完成予定） 

駅施設の利用円滑化と
交通結節機能の高度化。

 

二俣川

西谷駅付近

小田急小田原線

JR東海道貨物線

東急東横線

相鉄本線

JR東海道線

JR横須賀線

相鉄いずみ野線

横浜

湘南台

新宿

東京

新橋

品川

渋谷

大崎

新横浜駅付近

綱島駅付近

日吉駅付近

東急目黒線

目黒

田園調布

瀬谷

相鉄・JR直通線、相鉄・東急直通線路線図

相鉄・東急直通線

横浜羽沢駅付近

JR山手線

相鉄・JR直通線

海老名

相鉄厚木線

厚木



 

○運輸政策審議会答申第１８号（平成１２年１月２７日）のフォローアップ 

 

・将来的な少子高齢社会の急速な進展や地球環境問題等の社会経済情勢の変化に対応するため、東京圏

における２１世紀にふさわしい質の高い鉄道ネットワークを構築するとともに、東京圏の主要３１区

間のピーク時の平均混雑率を１５０％に、個別路線においてもピーク時混雑率を基本的に１８０％以

下にすることを目指す。 
 

平成18年4月1日現在

策定年次　平成１２年（２０００年）

目標年次　平成２７年（２０１５年）

答申キロ： 新設 547Km 　

線増 111Km
計 658Km

未着手
63%

工事中
14%

営業中
23%

 

単位：ｋm

答申延長 未着手 整備中 営業中

Ａ１路線 288 61 79 148
（目標年次（平成２７年）までに
開業することが適当である路線）

(100%) (21%) (27%) (51%)

Ａ２路線 167 152 15 0
（目標年次（平成２７年）までに

整備着手することが適当である路線）
(100%) (91%) (9%) (0%)

Ｂ路線 203 203 0 0
（今後整備について検討すべき路線） (100%) (100%) (0%) (0%)

658 417 93 148
(100%) (63%) (14%) (23%)

計

答申路線の整備状況（平成18年4月1日現在）
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平成１２年以降開業営業キロ 
新設：１３２．８km 
線増：１５．３km 

 



 

事例）つくばエクスプレスの整備 
 つくばエクスプレスは、秋葉原～つくば間 58.3kmを結ぶ鉄道路線であり、平成 17 年 8 月 24 日に

開業した。最高運転速度 130km/hでの運転を行い、これまで常磐線経由で 85 分、高速バス利用で

65 分を要していた秋葉原～つくば間の所要時間を、45 分に短縮した。また、JR常磐線をはじめと

する既存鉄道の混雑緩和や、宅地開発との一体的な整備による首都圏における良好な宅地の供給に

寄与している。 

【輸送実績】平成 17 年 8 月～平成 18 年 3 月までの1日あたりの平均利用者数は、約 15 万人。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【到達時間の短縮】 
 つくばエクスプレスの開業や、メトロ半蔵門線と東武伊勢崎線の相互直通運転化、小田急小田原

線の複々線化、西武池袋線の複々線化等の答申路線整備により、大手町駅までの到達時間の短縮が

みられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0 10
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∗つくば

春日部

所沢 

町田 

つくばエクスプレス沿線東武伊勢崎線沿線

小田急小田原線沿線 

北総鉄道沿線 
（メトロ半蔵門線の押上延伸の効果）

東急東横線沿線

西武池袋線沿線 

埼玉高速鉄道沿線

 
図 大手町駅までの到達時間の変化（2000年～2005年） 

                     （国土交通省資料） 



事例）区間（路線）方面別の混雑率の変化 

 

事例１（東急東横線の混雑率） 

 

・東急東横線（祐天寺→中目黒）で1998 年から 2003 年にかけて 188％から 173％と混

雑率が 180％を下回った。 

同路線は、1998 年から 2000 年にかけて 188％から 178％に混雑率が低下している。

これは、2000 年の都営三田線（目黒～三田）、メトロ南北線（目黒～溜池山王）の

開業に加えて、開業と同時に両路線で白金高輪～目黒間の線路を共有し東急目黒線

の目黒～武蔵小杉間との相互直通運転を実施したことによるものである。東横線の

横浜方面から、メトロ日比谷線等を経由して都心部に至る旅客が都営三田線、メト

ロ南北線に転換したものと考えられる。さらに、東急東横線は 2001 年から 2002 年

にかけて運行本数を 25 本から 26 本に増発したことにより、混雑が緩和している。 

 

 

 

事例２（東京メトロの各路線の混雑率） 

 

・都営新宿線（新宿→新宿三丁目）は2000 年から 2001 年に 152％から 116％に減少

しているが、これは、都営大江戸線（国立競技場～都庁前）が開業したことによる。 

なお、大江戸線の開業により、その他、以下の路線の混雑緩和が図られていると推

察される。 
 

参考表 大江戸線開業による周辺路線の混雑緩和 
 

最大混雑率緩和率 路線名 路線平均 
混雑緩和率 区間 緩和率 

メトロ銀座線 0.0％ 京橋→日本橋 -4.1％ 
メトロ丸の内線 -3.7％ 四ツ谷→赤坂見附 -10.6％ 
メトロ日比谷線 -4.1％ 六本木→神谷町 -9.8％ 
メトロ東西線 -1.6％ 茅場町→日本橋 -4.6％ 
メトロ千代田線 3.5％ 綾瀬→北千住 -5.4％ 
メトロ有楽町線 -1.5％ 麹町→永田町 -6.3％ 
メトロ半蔵門線 -1.2％ 神保町→大手町 -4.1％ 
注）平成 12 年 6 月～平成 13 年 6 月の変化 

資料） 「新たに開業した鉄道路線の評価手法に関する調査 報告書」平成 15 年３月 

（財）運輸政策研究機構 

 

 



３．地方中核都市圏の交通体系の整備 
 
（目標） 

・公共交通機関を中心とした総合的な交通体系の確立のため他の交通モードとの乗継円滑化などを

進める。 

・都市交通を総合的に改善し、質の高い都市生活を支える良質な公共交通サービスを実現していく

ため、ＬＲＴの整備等の推進とともに、駅及び駅周辺地域の総合的な改善等の都市の面的整備と

の連携を一層強化する必要がある。 

 
（１） 他の交通モードとの乗継円滑化 
 個々の地域で進展が図られ、近年の補助対象を例示すると以下のとおり。 
 

事   例 状   況 効   果 
三岐鉄道北勢線の乗継

円滑化 
進行中（平成２０年度

完成予定） 
駅のホーム・駅舎の移設等を行うことにより、

近鉄と JRとの乗継負担を軽減 
平良駅乗継円滑化事業 完成（平成１７年度ま

で） 
広島電鉄とバスの対面乗継による乗継利便性の

向上 
仙台空港アクセス鉄道

整備事業 
平成１８年度開業 仙台駅から仙台空港までの所要時間は、自動車

を利用して約４０分であるが、仙台空港鉄道整

備後は、快速を利用して約１７分となり、大幅

に短縮 
 
 
（２） ＬＲＴの整備の推進 
① ＬＲＴ（ライト・レール・トランジット）は、従来の路面電車の車両、走行環境等を大
幅に改善した機能的で新しい都市の交通システムであり、環境に優しく、また、バリア
フリーへの配慮やまちづくりの観点からも整備の促進が必要。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

走行空間

低振動・低騒音

軌道敷内に

自動車が
乗入れ可能

・優先信号の導入

・軌道敷乗入禁止

・専用軌道化 等

軌道構造

定時性・速達性の確保

路面電車 ＬＲＴ

⇒

通常
軌道

制振
軌道⇒

87dB ⇒ 76dB
〔騒音比較〕
走行速度40km/h時
軌道中心から7.5m、
地上高さ1.2mで測定

＜軌道＞

路面電車 ＬＲＴ

床の高さ

780mm ⇒ 330mm
ホームから段差なしで直接乗降可能段差があるためステップが必要

車両収容人員

約90人
（単車）

バリアフリー

表定速度

10-15km/h ⇒ 20-30km/h 輸送力大幅増

約150人
（連接車）

⇒

＜車両＞

定員

鉄道・バスとの
連携

停留場と駅
が離れて
いる。

駅前広場
へ移設⇒

鉄道・バスとの乗継円滑化

電停とバス停
が離れている。⇒

バスと同一
ホームで乗降

鉄道駅 電停

電停（新）鉄道駅 電停（旧）

自家用車
との連携

市街地の道路混雑緩和

パーク＆ラ
イドの整備⇒

バス停

市街地の道
路が混雑

路面電車 ＬＲＴ路面電車 ＬＲＴ

＜他モードとの連携＞

都市のランドマーク化

景観との一体性

都市のランドマークと
してのシンボリックな
電停の整備

⇒

⇒

整備前 整備後

トランジットモール

景観とマッチする車
両デザイン

ゆとりある歩行空間と
ＬＲＴがもたらす中心市
街地の賑わい

⇒

路面電車 ＬＲＴ路面電車 ＬＲＴ

＜都市との一体性＞



②平成１３年度に、「公共交通移動円滑化設備整備事業」を創設し、鉄軌道事業者が行う低
床式車両（ＬＲＶ）の導入等に対する支援を開始。   

 平成１７年度より、ＬＲＴの整備促進のための総合的な支援措置として、地域関係者から
成る協議会が策定した計画に基づく事業（ＬＲＴプロジェクト）について、「ＬＲＴ総合
整備事業」として各種補助事業を一括採択するなど、関係部局の連携による総合的な支援
を開始。 

 
ＬＲＴシステム整備費補助事業対象事業者数：６事業者（平成１７年度）  

             

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市再生交通拠点整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

（鉄道局）
・ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設の整備に
対して補助

低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、レール（制振軌
道）、変電所の増強、車庫の増備、ＩＣカードシステ
ム、相互直通化のための施設

・公共交通機関の利用促進に資する施設
の整備に対して支援

架線柱、シェルター、停留場走行路面、路盤、停留場

・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援

ＬＲＴプロジェクトＬＲＴプロジェクト
鉄道局、都市・地域整備局、道路局の と

ＬＲＴの整備に対して
（→省庁統合の成果）

連携のも
総合的に支援

合意形成と計画策定

LRTプロジェクト推進協議会の設置
事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市

交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワーク

の整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市

交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワーク

の整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

計画について一体的・総合的に支援

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市再生交通拠点整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

（鉄道局）
・ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設の整備に
対して補助

低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、レール（制振軌
道）、変電所の増強、車庫の増備、ＩＣカードシステ
ム、相互直通化のための施設

・公共交通機関の利用促進に資する施設
の整備に対して支援

架線柱、シェルター、停留場走行路面、路盤、停留場

・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援

計画について一体的・総合的に支援

ＬＲＴ総合整備事業

ＬＲＴシステム整備費補助

（都市・地域整備局）（道路局、都市・地域整備局）

路面電車走行空間改築事業 都市再生交通拠点整備事業

【補助対象者】地方公共団体等【補助対象者】道路管理者

【補助対象者】鉄軌道事業者

（鉄道局）
・ＬＲＴシステムの構築に不可欠な施設の整備に
対して補助

低床式車両（ＬＲＶ）、停留施設、レール（制振軌
道）、変電所の増強、車庫の増備、ＩＣカードシステ
ム、相互直通化のための施設

・公共交通機関の利用促進に資する施設
の整備に対して支援

架線柱、シェルター、停留場走行路面、路盤、停留場

・ＬＲＴの走行空間の整備に対して支援

ＬＲＴプロジェクトＬＲＴプロジェクト
鉄道局、都市・地域整備局、道路局の と

ＬＲＴの整備に対して
（→省庁統合の成果）

連携のも
総合的に支援

合意形成と計画策定

LRTプロジェクト推進協議会の設置
事業者 自治体 有識者・ＮＰＯ

国（運輸局、整備局）、公安委員会

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市

交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワーク

の整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

◇人と環境にやさしい都市基盤施設と都市

交通体系の構築

◇利用しやすく高質な公共交通ネットワーク

の整備

◇生き生きとした魅力ある都市の再生

計画について一体的・総合的に支援

 
 
○ ＬＲＴ総合整備事業による富山港線ＬＲＴ事業に対する支援 

北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄道の高架化の機会を捉え、ＪＲ富山港線（全長８ｋｍ）

をＬＲＴ化し、併せて新駅の設置、運行ダイヤの増発などのサービスレベルの向上を図ることに

より、富山市北部地域と富山駅を結ぶ利便性の高い都市内公共交通機関として再生する。  

(平成 18 年４月 29 日開業)  
 
 



 ＬＲＴシステム整備費補助事業概要（平成17～18年度）

長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）

【H17】
・低床式車両の導入（３両：１編成）

＜計画期間：H17～22＞
※長崎市ＬＲＴプロジェクト推進協議会

長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）長崎電気軌道（長崎市）

【H17】
・低床式車両の導入（３両：１編成）

＜計画期間：H17～22＞
※長崎市ＬＲＴプロジェクト推進協議会

伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）

【H17】
・低床式車両の導入（１両）
・ＩＣカード乗車券システムの導入
【H18】
・低床式車両の導入（１両）

※伊予鉄道ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）伊予鉄道（松山市）

【H17】
・低床式車両の導入（１両）
・ＩＣカード乗車券システムの導入
【H18】
・低床式車両の導入（１両）

※伊予鉄道ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）

【H17】
・低床式車両の導入（15両：３編成）
【H18】
・低床式車両の導入（15両：３編成）

※広島市圏ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）広島電鉄（広島市）

【H17】
・低床式車両の導入（15両：３編成）
【H18】
・低床式車両の導入（15両：３編成）

※広島市圏ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H17～19＞

富山ライトレール（富山市）富山ライトレール（富山市）富山ライトレール（富山市）

【H17】
・低床式車両の導入（１４両：７編成）
・停留施設の整備（新設・ホーム嵩下げ）
・制振軌道の整備
・ＩＣカード乗車券システムの導入

※富山港線路面電車化推進協議会

＜LRT化事業はH17で完了＞

豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）

【H18】
・停留施設の整備

※豊橋路面電車活性化推進協議会

＜計画期間：H18～22＞

豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）豊橋鉄道（豊橋市）

【H18】
・停留施設の整備

※豊橋路面電車活性化推進協議会

＜計画期間：H18～22＞

万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）

【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※万葉線再生計画策定推進会議

＜計画期間：H17～21＞

万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）万葉線（高岡市）

【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※万葉線再生計画策定推進会議

＜計画期間：H17～21＞

鹿児島市交通局（鹿児島市）鹿児島市交通局（鹿児島市鹿児島市交通局（鹿児島市））

【H18】
・低床式車両の導入（４両：２編成）、
変電所の整備、車庫の整備

※鹿児島市ＬＲＴプロジェクト推進協議会

＜計画期間：H18～22＞

岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）

【H18】
・ＩＣカード乗車券システムの導入

※岡山電気軌道整備プロジェクト推進協議会

＜計画期間：H18～20＞

岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）岡山電気軌道（岡山市）

【H18】
・ＩＣカード乗車券システムの導入

※岡山電気軌道整備プロジェクト推進協議会

＜計画期間：H18～20＞

福井鉄道（福井市）福井鉄道（福井市）福井鉄道（福井市）

【H17】
・低床式車両の導入（２両）
・停留施設の整備（ホーム嵩下げ）
・変電所の整備

※福井鉄道福武線活性化検討協議会

＜計画期間：H17～21＞

函館市交通局（函館市）函館市交通局（函館市函館市交通局（函館市））

【H17】
・制振軌道の整備
【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※函館市路面電車整備推進協議会

＜計画期間：H17～21＞

函館市交通局（函館市）函館市交通局（函館市函館市交通局（函館市））

【H17】
・制振軌道の整備
【H18】
・低床式車両の導入（２両：１編成）

※函館市路面電車整備推進協議会

＜計画期間：H17～21＞

H17～実施事業者H17H17～実施事業者～実施事業者 H18～実施予定事業者H18H18～実施予定事業者～実施予定事業者

【H17】は実施済み（６事業者）、【H18】は実施予定（８事業者）

事業内容は、H18実施分までを記載している。

（注）

H18以降は近代化事業

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○低床式車両の導入状況 

 

 



富山港線ＬＲＴ化事業に対する支援

○北陸新幹線整備と富山駅周辺における鉄道の高架化の機会を捉
え、ＪＲ富山港線（全長８ｋｍ）をＬＲＴ化し、併せて新駅の
設置、運行ダイヤの増発などのサービスレベルの向上を図るこ
とにより、富山市北部地域と富山駅を結ぶ利便性の高い都市内
公共交通機関として再生する。 (平成18年４月29日開業) 

１．事業概要１．事業概要
○総事業費：約５８億円

○事業期間：平成１７年度

○事業主体
・富山市：路面電車走行空間の道路整備（約８億円）
・富山ライトレール㈱：軌道､電気･信号､車両基地等の整備､車両の購入(約50億円)

○路 線 長：約７．６ｋｍ【軌道区間約1.1km(新設)、鉄道区間約6.5km】

富山駅

ＪＲ北陸本線

○走行路面・路盤の整備
○停留場の整備

路面電車走行空間改築事業
(事業費：約８億円 国費：約４億円)

鉄道区間の廃止

○バスとの乗継円滑化

幹線鉄道等活性化事業
(事業費：約20百万円 国費約４百万円）

○ＪＲ線をＬＲＴ化するために必要な施設の整備
（低床式車両、電気・信号設備、停留場の切下げ等）

連続立体交差事業負担金 約３３億円

○低床式車両（ＬＲＶ）の導入
○新駅の整備
○制振レールの導入
○ＩＣカードシステム

ＬＲＴシステム整備費補助
(事業費：約７億円 国費：約1.7億円)

２．支援概要２．支援概要

(新駅)犬島新町

(新駅)粟島

(新駅)奥田中学校前
(新駅)富山駅北

(新駅)ｲﾝﾃｯｸ本社前

軌道新設（1.1km）



富山港線ＬＲＴ化事業に関連した取組み

１．１．開業による利便性の向上開業による利便性の向上

○ＪＲ富山港線のＬＲＴ化と併せて、運行ダイヤの増発等の利便
性向上や市民参加による支援体制の推進のための取組が行われ
ている。

●●運行本数運行本数
１３２本／日（←３８本／日）

●始終発●始終発
富山駅北 ５：５７－２３：１５（←５：４７－２１：３２）
岩瀬浜 ５：３０－２２：４２（←６：１１－２１：５６）

●運行間隔●運行間隔
朝ラッシュ時 １０分ヘッド（←３０分ヘッド）
昼間・夕ラッシュ時 １５分ヘッド（←ほぼ６０分ヘッド）
早朝・夜間 ３０分ヘッド（←ほぼ６０分ヘッド）

●運賃●運賃
普通運賃 大人２００円、小人１００円 均一制運賃

（←大人１４０～２００円 対キロ制運賃）
※新たに時間割引運賃やＩＣカードの導入も行う。

●バスとの乗継円滑化●バスとの乗継円滑化
岩瀬浜駅において、同一レベルでの乗継ぎを実現
（幹線鉄道等活性化事業により支援）

２．市民参加による支援体制の推進等２．市民参加による支援体制の推進等

●電停内ベンチの記念寄付の募集
ベンチに寄付者の氏名や企業名及び記念メッセージを刻んだ金属プレートを設置

●電停内広告の募集
電停内に地域のシンボルや伝統等を紹介するスペースを設け、スポンサーのロゴ社名を掲載

●新電停の名称の募集（ネーミングライツ）
新たに設置する電停の命名権を販売

●富山港線路面電車事業助成基金の創設
施設の維持・修繕・改良などの費用を支援するための基金を創設し、市民や事業所等からの
寄付を募集

（ ）内は、ＪＲ富山港線時

ノンステップバスノンステップバス ＬＲＴＬＲＴ



４．地域の地方鉄道の近代化、再生の促進 
 
（目標） 

・地方鉄道については、地域に密着した交通機関として利用されることが基本であり、鉄道施設の

近代化の推進等を通じて安全性の向上、合理化、サービス改善等を図り、自立的な経営をめざし

ていく必要がある。 

・地域の鉄道輸送サービスを維持し、利用しやすい運賃の実現などにより鉄道輸送サービスを一層

魅力あるものとするためには、鉄道事業者と地元地方公共団体等の地域とが連携しつつ、地域の

交通機関として地域が一丸となって支えるという視点が極めて重要となっている。 
 
（１）地方鉄道については、経営の厳しい事業者に対して、安全対策設備の整備を促進するよう補

助を推進。 
 
※ 地方鉄道は、少子高齢化やマイカー利用の増大、駅周辺の中心市街地の衰退などにより、輸

送人員がここ１１年間で１３％も減り、４分の３が赤字と厳しい状況にある。 
また、平成１４年度以降で７事業者７路線（264.7 キロ）が廃止している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

注：地方鉄道９５社の合計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

4.99

4.34

平成５年度 平成１６年度

（単位：億人）
輸送量の推移 赤字事業者の割合

70% 75%

平成５年度 平成１６年度

営業損失の推移

1,801

1,439

平成５年度 平成１６年度

（単位：百万円）

 近代化補助の実施

2,569
2,474 2,477 2,501

2,701 2,645

2,200

2,400

2,600

2,800

１２
年
度

１３
年
度

１４
年
度

１５
年
度

１６
年
度

１７
年
度

（単位：百万円） 

注１．平成１７年度からは再生計画に基づく補助を含む。 
注２．平成１６年度から緊急安全対策として緊急保全整備事業費等を創設



（２）地域と連携した地方鉄道の維持・活性化の推進 
鉄道事業者と地域とが連携して鉄道の維持活性化を図っていくように、平成１７年度に「再生計

画」を策定した場合の補助の拡充制度を創設。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・車両の増備・更新 
・行違い設備の新設・改良 
・出改札の新設・改良 
・駅舎の改良 
・ホームの新設・延伸 
 

地 方 鉄 道 の 再 生地 方 鉄 道 の 再 生地 方 鉄 道 の 再 生地 方 鉄 道 の 再 生

再生計画の実施

○利便性向上のための設備整備

・速達性の向上

・フリークエンシー、輸送力・快適性の向上

・高齢者対応・バリアフリー化

・乗継ぎ改善、アクセス改善

・まちづくり連携 等

住
民
等

再生計画住
民
等

再生計画

協議＋策定

再生計画

地元経済界

関係自治体

住民等

鉄道事業者

輸送力・快適性向上

（車両の更新）
乗継ぎ改善施策
（P&R駐車場）

まちづくり連携
（新駅設置）

再生計画の実施

○利便性向上のための設備整備

・速達性の向上

・フリークエンシー、輸送力・快適性の向上

・高齢者対応・バリアフリー化

・乗継ぎ改善、アクセス改善

・まちづくり連携 等

住
民
等

再生計画住
民
等

再生計画

協議＋策定

再生計画

地元経済界

関係自治体

住民等

鉄道事業者

輸送力・快適性向上

（車両の更新）

輸送力・快適性向上

（車両の更新）
乗継ぎ改善施策
（P&R駐車場）
乗継ぎ改善施策
（P&R駐車場）

まちづくり連携
（新駅設置）
まちづくり連携
（新駅設置）

※「再生計画」策定事業者数 ２７社（うち平成１８年度新規８社） 



再生計画策定事業者一覧

富山地方鉄道富山地方鉄道富山地方鉄道
富山地方鉄道線再生計画
富山地方鉄道線再生協議会

の と 鉄 道のの とと 鉄鉄 道道
のと鉄道再生支援協議会
のと鉄道再生計画

しなの鉄道しなの鉄道しなの鉄道
しなの鉄道再生支援協議会
しなの鉄道再生計画

阿武隈急行阿武隈急行阿武隈急行
阿武隈急行線再生支援協議会
阿武隈急行線再生計画

会 津 鉄 道会会 津津 鉄鉄 道道
会津鉄道再生支援委員会
会津鉄道再生計画

関関 東東 鉄鉄 道道
常総線活性化支援協議会
関東鉄道常総線再生計画

松 浦 鉄 道松松 浦浦 鉄鉄 道道
松浦鉄道再生支援協議会
松浦鉄道再生計画 土佐くろしお鉄道土佐土佐くろしくろしお鉄道お鉄道

土佐くろしお鉄道中村・宿毛線運営協議会
土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線活性化協議会
土佐くろしお鉄道再生計画

天竜浜名湖鉄道天竜浜名湖鉄道天竜浜名湖鉄道
天竜浜名湖線市町村会議
天竜浜名湖線再生計画

わたらせ渓谷鐵道わたらせ渓谷わたらせ渓谷鐵鐵道道
わたらせ渓谷鐵道再生協議会
わたらせ渓谷線再生計画

真真 岡岡 鐵鐵 道道
真岡鐵道再生支援協議会
真岡鐵道再生計画

三 岐 鉄 道三三 岐岐 鉄鉄 道道
北勢線対策推進協議会
三岐鉄道北勢線再生計画

高松琴平電気鉄道高松琴平電気鉄道高松琴平電気鉄道
ことでん活性化協議会
ことでん活性化計画

上 田 交 通上上 田田 交交 通通
別所線再生支援協議会
上田交通別所線再生計画

万 葉 線万万 葉葉 線線
万葉線再生計画策定推進会議
万葉線再生計画

えちぜん鉄道えちぜん鉄道えちぜん鉄道
えちぜん鉄道利用促進協議会
えちぜん鉄道再生計画

土佐電気鉄道土佐電気鉄道土佐電気鉄道
土佐電気鉄道再生支援協議会
土佐電気鉄道再生計画

甘 木 鉄 道甘甘 木木 鉄鉄 道道
甘木線推進協議会
甘木鉄道再生計画

錦 川 鉄 道錦錦 川川 鉄鉄 道道
錦川鉄道再生支援協議会
錦川鉄道再生計画

神 戸 電 鉄神神 戸戸 電電 鉄鉄
兵庫県南部における鉄道を中心とし
た地域の活性化協議会
神戸電鉄再生計画

福 井 鉄 道福福 井井 鉄鉄 道道
福井鉄道福武線活性化検討協議会
福井鉄道再生計画

平成１８年度策定事業者（８）：新規平成１７年度策定事業者（１９）：継続

上 信 電 鉄上上 信信 電電 鉄鉄
上信線再生協議会
上信線再生計画

伊 豆 急 行伊伊 豆豆 急急 行行
伊豆東海岸鉄道整備促進協議会
伊豆急行再生計画

愛知環状鉄道愛知環状鉄道愛知環状鉄道
愛知環状鉄道連絡協議会
愛知環状鉄道再生支援協議会
愛知環状鉄道再生計画

伊 勢 鉄 道伊伊 勢勢 鉄鉄 道道
伊勢鉄道再生支援協議会
伊勢鉄道再生計画

（注）

岳南鉄道岳南鉄道岳南鉄道
岳南鉄道線再生支援協議会
岳南鉄道線再生計画

平成筑豊鉄道平成筑豊鉄道平成筑豊鉄道
平成筑豊鉄道再生支援検委員会
平成筑豊鉄道再生計画

再生計画策定事業者一覧

富山地方鉄道富山地方鉄道富山地方鉄道
富山地方鉄道線再生計画
富山地方鉄道線再生協議会

富山地方鉄道富山地方鉄道富山地方鉄道
富山地方鉄道線再生計画
富山地方鉄道線再生協議会

の と 鉄 道のの とと 鉄鉄 道道
のと鉄道再生支援協議会
のと鉄道再生計画

の と 鉄 道のの とと 鉄鉄 道道
のと鉄道再生支援協議会
のと鉄道再生計画

しなの鉄道しなの鉄道しなの鉄道
しなの鉄道再生支援協議会
しなの鉄道再生計画

しなの鉄道しなの鉄道しなの鉄道
しなの鉄道再生支援協議会
しなの鉄道再生計画

阿武隈急行阿武隈急行阿武隈急行
阿武隈急行線再生支援協議会
阿武隈急行線再生計画

阿武隈急行阿武隈急行阿武隈急行
阿武隈急行線再生支援協議会
阿武隈急行線再生計画

会 津 鉄 道会会 津津 鉄鉄 道道
会津鉄道再生支援委員会
会津鉄道再生計画

関関 東東 鉄鉄 道道
常総線活性化支援協議会
関東鉄道常総線再生計画

関関 東東 鉄鉄 道道
常総線活性化支援協議会
関東鉄道常総線再生計画

松 浦 鉄 道松松 浦浦 鉄鉄 道道
松浦鉄道再生支援協議会
松浦鉄道再生計画

松 浦 鉄 道松松 浦浦 鉄鉄 道道
松浦鉄道再生支援協議会
松浦鉄道再生計画 土佐くろしお鉄道土佐土佐くろしくろしお鉄道お鉄道

土佐くろしお鉄道中村・宿毛線運営協議会
土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線活性化協議会
土佐くろしお鉄道再生計画

土佐くろしお鉄道土佐土佐くろしくろしお鉄道お鉄道
土佐くろしお鉄道中村・宿毛線運営協議会
土佐くろしお鉄道ごめん・なはり線活性化協議会
土佐くろしお鉄道再生計画

天竜浜名湖鉄道天竜浜名湖鉄道天竜浜名湖鉄道
天竜浜名湖線市町村会議
天竜浜名湖線再生計画

天竜浜名湖鉄道天竜浜名湖鉄道天竜浜名湖鉄道
天竜浜名湖線市町村会議
天竜浜名湖線再生計画

わたらせ渓谷鐵道わたらせ渓谷わたらせ渓谷鐵鐵道道
わたらせ渓谷鐵道再生協議会
わたらせ渓谷線再生計画

わたらせ渓谷鐵道わたらせ渓谷わたらせ渓谷鐵鐵道道
わたらせ渓谷鐵道再生協議会
わたらせ渓谷線再生計画

真真 岡岡 鐵鐵 道道
真岡鐵道再生支援協議会
真岡鐵道再生計画

真真 岡岡 鐵鐵 道道
真岡鐵道再生支援協議会
真岡鐵道再生計画

三 岐 鉄 道三三 岐岐 鉄鉄 道道
北勢線対策推進協議会
三岐鉄道北勢線再生計画

三 岐 鉄 道三三 岐岐 鉄鉄 道道
北勢線対策推進協議会
三岐鉄道北勢線再生計画

高松琴平電気鉄道高松琴平電気鉄道高松琴平電気鉄道
ことでん活性化協議会
ことでん活性化計画

上 田 交 通上上 田田 交交 通通
別所線再生支援協議会
上田交通別所線再生計画

上 田 交 通上上 田田 交交 通通
別所線再生支援協議会
上田交通別所線再生計画

万 葉 線万万 葉葉 線線
万葉線再生計画策定推進会議
万葉線再生計画

万 葉 線万万 葉葉 線線
万葉線再生計画策定推進会議
万葉線再生計画

えちぜん鉄道えちぜん鉄道えちぜん鉄道
えちぜん鉄道利用促進協議会
えちぜん鉄道再生計画

えちぜん鉄道えちぜん鉄道えちぜん鉄道
えちぜん鉄道利用促進協議会
えちぜん鉄道再生計画

土佐電気鉄道土佐電気鉄道土佐電気鉄道
土佐電気鉄道再生支援協議会
土佐電気鉄道再生計画

土佐電気鉄道土佐電気鉄道土佐電気鉄道
土佐電気鉄道再生支援協議会
土佐電気鉄道再生計画

甘 木 鉄 道甘甘 木木 鉄鉄 道道
甘木線推進協議会
甘木鉄道再生計画

甘 木 鉄 道甘甘 木木 鉄鉄 道道
甘木線推進協議会
甘木鉄道再生計画

錦 川 鉄 道錦錦 川川 鉄鉄 道道
錦川鉄道再生支援協議会
錦川鉄道再生計画

錦 川 鉄 道錦錦 川川 鉄鉄 道道
錦川鉄道再生支援協議会
錦川鉄道再生計画

神 戸 電 鉄神神 戸戸 電電 鉄鉄
兵庫県南部における鉄道を中心とし
た地域の活性化協議会
神戸電鉄再生計画

神 戸 電 鉄神神 戸戸 電電 鉄鉄
兵庫県南部における鉄道を中心とし
た地域の活性化協議会
神戸電鉄再生計画

福 井 鉄 道福福 井井 鉄鉄 道道
福井鉄道福武線活性化検討協議会
福井鉄道再生計画

福 井 鉄 道福福 井井 鉄鉄 道道
福井鉄道福武線活性化検討協議会
福井鉄道再生計画

平成１８年度策定事業者（８）：新規平成１７年度策定事業者（１９）：継続

上 信 電 鉄上上 信信 電電 鉄鉄
上信線再生協議会
上信線再生計画

上 信 電 鉄上上 信信 電電 鉄鉄
上信線再生協議会
上信線再生計画

伊 豆 急 行伊伊 豆豆 急急 行行
伊豆東海岸鉄道整備促進協議会
伊豆急行再生計画

伊 豆 急 行伊伊 豆豆 急急 行行
伊豆東海岸鉄道整備促進協議会
伊豆急行再生計画

愛知環状鉄道愛知環状鉄道愛知環状鉄道
愛知環状鉄道連絡協議会
愛知環状鉄道再生支援協議会
愛知環状鉄道再生計画

愛知環状鉄道愛知環状鉄道愛知環状鉄道
愛知環状鉄道連絡協議会
愛知環状鉄道再生支援協議会
愛知環状鉄道再生計画

伊 勢 鉄 道伊伊 勢勢 鉄鉄 道道
伊勢鉄道再生支援協議会
伊勢鉄道再生計画

（注）

岳南鉄道岳南鉄道岳南鉄道
岳南鉄道線再生支援協議会
岳南鉄道線再生計画

岳南鉄道岳南鉄道岳南鉄道
岳南鉄道線再生支援協議会
岳南鉄道線再生計画

平成筑豊鉄道平成筑豊鉄道平成筑豊鉄道
平成筑豊鉄道再生支援検委員会
平成筑豊鉄道再生計画

平成筑豊鉄道平成筑豊鉄道平成筑豊鉄道
平成筑豊鉄道再生支援検委員会
平成筑豊鉄道再生計画



５．鉄道や駅におけるバリアフリー、情報化の促進 
 
（目標） 

・駅、駅周辺及び車両のバリアフリー化や誘導・警告ブロックの設置、改札口の拡幅、駅構造の段

差の解消や乗り継ぎ利便の向上等移動に伴う各種の障害の除去は、高齢化社会の到来を控えた我

が国において極めて重要な課題である。 

・きめ細かく多様なサービスの提供、迅速でわかりやすい情報の提供、利用しやすく多様な運賃・

料金の設定、ICカードの導入等の鉄道におけるソフト面の取り組みの強化は、利用しやすく高質

な鉄道ネットワークの構築を図る上で、極めて重要な課題である。 
 
（１）駅等のバリアフリー化の推進 
「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律」（交通バ

リアフリー法）に基づき目標を設定し、補助等を行いつつ整備を推進。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

段差解消された駅の割合及び整備目標

44%

49%

7割強

29%

33%

39%

100%

H12末 H13末 H14末 H15末 H16末 H19末 H22末

平成１７年３月末   

５千人

以上の

駅数 

段差の解消 

 

視覚障害者

誘導用ブロ

ック 

身体障害者

用トイレ 

車両 

鉄軌道駅 2758 49%

（100%）

81% 

（100%） 

33%

（100%）

28%

（30%）

注：移動円滑化基準に適合している割合。（ ）内は平成２２年までの目標。 

高齢者、障害者等の連続的かつ円滑な移動及び建築物等の施設の円滑な利用を確保することに

より、これらの者の一層の社会参画を進めるため、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律案」を今国会に提出。（ハートビル法と交通バリアフリー法を統合・拡充。） 
 
現行 新法

ピンク部分：新法で新たに拡充

 

徒 歩 圏
500m~1,000m 

黄色部分（一定の建築

物の建築等を行うも

の）：ハートビル法で措

置(既存施設の状態適
合は求めていない） 

駅前広場 

鉄道駅 

既存の福祉施設 

駐車場 

公園 

既存の官公庁 

駐車場 

福祉施設 

既存の官公庁 

駐車場 

福祉施設 

既存の病院 

駅前広場

鉄道駅

既存の福祉施設 

駐車場 

公園 

公園、駐車場及びこ

れらに至る経路のバ

リアフリー化を推進

既存の官公庁 

官公庁 

福祉施設 

駅前広場、自由通路の

バリアフリー化を推進

既存の官公庁 

施設間の経路 

一定の福祉タクシ

ー導入の義務化

バス路線 

既存建築物についても

バリアフリー化を推進 
既存建築物についても

バリアフリー化を推進 
既存の病院 

緑部分（駅中心の徒歩圏

内にある主要な施設に至

る経路）：交通バリアフリー

法で措置 
旅客施設を含まない

エリアについてもバリ

アフリー化を推進

官公庁

福祉施設 
当事者参加の拡充 
基本構想策定時の住民等の意見反映手続を義務化

住民等からの基本構想素案提案制度を創設

協議会制度の法定化                 等



（２）ICカードの共通化・相互利用化の取組 
 ・運賃の支払い・精算の迅速化、乗換え利便性の向上、割引やショッピング等利用への展開等様々

な利用者利便増進が期待されるもの。現在、1,900万枚（Suica、ICOCA、PiTaPa）程度普及。鉄道
局においても相互利用化を支援。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

交通系ＩＣカードの共通化･相互利用化
（平成１８年５月現在）

実施済み 実施予定凡
例

ＪＲ東日本「Ｓｕｉｃａ」
パスネット・バス「ＰＡＳＭＯ」
２００６年度から相互利用化

ＪＲ東日本「Ｓｕｉｃａ」
東京臨海高速鉄道「りんかいＳｕｉｃａ」
東京モノレール「モノレールＳｕｉｃａ」

２００２年４月～ 共通化

ＪＲ東日本「Ｓｕｉｃａ」
ＪＲ西日本「ＩＣＯＣＡ」
２００４年８月～相互利用化

スルッとＫＡＮＳＡＩ
「ＰｉＴａＰａ」

複数の鉄道、バスとの２００
６年２月以降順次 共通化

パスネット・バス
「ＰＡＳＭＯ」
複数の鉄道、バスとの
２００６年度以降順次

共通化

ＪＲ西日本「ＩＣＯＣＡ」
スルッとＫＡＮＳＡＩ「ＰｉＴａＰａ」

２００６年１月～相互利用化

岡山電気軌道
南海電鉄
両備バス
下津井電鉄
静岡鉄道

「ＰｉＴａＰａ」
２００６年度導入予定

 
 
（３）駅のユニバーサルデザインの取組 
外国人旅客等鉄道に不慣れな者でもスムーズな鉄道利用ができるよう、路線名と駅名をアルファ

ベットや数字で表示する駅ナンバリングが普及。札幌、東京、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸の

地下鉄等で実施。平成 17年８月に開業したつくばエクスプレスは開業時より実施。 
 

      
  
その他、女性専用車両の導入等、様々なユニバーサルデザインの取組が進展している。 




